























































3章より成る第2部では、第 1部での考察を踏まえ、韓凶の子ども(-1、 5、 7歳児)を対象とした 5
つの実験が報告されている。従米の実験パラダイムである自由分類法と 3刺激提示法では、ー主題一概念移
行」論争を解決できないが、多次元一要求パラダイムを用いることによって、く知覚的体制化→主題的体
制化→分類学的体制化>という獲得I1憤序を明らかにし、さらに、 7蔵児になると課題の要求に応じてそれ
ぞれの体制化を柔軟に利用しうることを確かめた成果はきわめて大きく、この領域に新しい知見を付け加
えたといえよう。今後は、こうした知見を外岡の諸研究と比較して一般化しようとする際、それぞれの研
究で使用されている刺激自体や刺激の使同場耐を考慮に入れた考察を行い、また、それぞれの年齢の被験
児への教示の等価性の問題をも視野に入れた、より包括的な論理を構築することが期待される。
2章より成る第3部では、第2部の結果に基づいて、韓出と日本の子ども(4歳--9歳)及び成人(大
学牛:)を対象として、多次元一要求パラダイムを用いた概念的体制化の発達に関する比較文化的研究の結
果が述べられている。体制化の順序と柔軟性に関する結果が大筋において再櫨認されるとともに、学齢前
期においては韓出の子どもは日本のチどもに比べて、主題的体制化の利用が優勢であることが見出されて
いる。また、 9歳児を被験者とした実験では、柔軟性仮説がより明確に検証されている。
この第3部は、第l部の~・察とそれに基づく第 2~部の実験結果の脅遍性をさらに前進させるものである。
同時に、多次元一要求パラダイムが従米の方法とは異なり、文化を超えて適用できることを明らかにした
ことは、高い評価に値するものであると判断される。ただ、学齢前期における文化的な違いを解釈するに
あたって、集団主義(韓国)一個人主義(日本)という概念を導入しているが、この概念、が本研究におい
て妥当性を持つものであることを諸文献を渉猟して確かめれば、さらに説得力が高まったはずであり、惜
しまれる点である。
2章から成る第4部では、一連の実験結果に基づいて、先行研究に批判的検討を加えつつ概念的体制化
の発達について総括されている。ここでは、 3種の概念的体制化の発達曲線と利岡の柔軟性の発達曲線と
が、独創的なモデルとして提示されている。しかし、このモデルは本研究の実験バラダイムに限定される
ものであり、より普遍的なモデルの構築が期待されるところである。また、全体をとおして言語を使用し
た研究である以 1，-、言語それ自体と言語発達について触れることも必要であったと忠われる。
とはいえ、本論文は、研究目的に沿った実験が実に着実に積み重ねられ、新しい知見も少なくなく、概
念形成の問題に新しい切り Uを提示しえており、今後この分野の研究者が参照すべき必読文献となろう。
そうした木論文の成果は、上に述べたいくつかの短所を補うに余りあるといえる。
以上の所見により、本論文は大阪市社大学博寸-::{文学)の学位を授与するに怖するものと認められるの
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